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　近来，とみに食品，特に生鮮食品の流通をめぐる問
題が種々と論議されている。
　周知のように日本の消費者物価は，昭和35年から45
年の問に総合指数で76．7％上昇した。そして青果物，
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魚介，食肉の生鮮三品のそれは，同期間に多少乱雑な
推計であるが実に124，5％も騰貴し，上記の一般物価
の上昇に，23．6％もの「寄与」をしたとみられている。
　他方その同じ期間に，卸売物価は総合指数で10％強
程度しか上昇していない。ただでさえわが国の生鮮食
品の流通機構は「複雑」かつ「異常」であると信じら
れている。とすると，一般消費者物価をかくも上昇さ
せたものの一つが，生鮮食品の流通機構にあるらしい
との疑念を一般的にもたれたとしても，それはやむを
得ないところかも知れない。
　すなわち，わが国の諸物価の動向は，他の国々と比
較してその類をみないほど肢行的である。
　たとえぽ，消費者物価と卸売物価の動向のアンバラ
ソスを国際的に比較検討してみると，わが国ほど甚し
い国は他に見出し得ない。ちなみにごく概然的数字を
示してみれば，以下のようになっている。すなわち，
1960年代をとってみる。卸売物価は年間平均上昇は日
本0．8％，アメリカ2．　5％，ドイッ2．3％，イタリア4．4
％，フランス1．5％，となっている。他方，消費者物
価は日本78．6％，アメリカ30％，ドイツ36．4％，イタ
リア60．9％，フランス77．3％となっており，卸売物価
は低く，消費老物価は非常に高くなっている。
　従来，常識的には経済成長段階において，またその
経済成長政策の過程で，消費者物価がたとえ相当の上
昇をみても卸売物価が上昇しなければあまり懸念する
問題はない。むしろ経済成長の過程では好しいパター
ンであるという考え方があった。然しいまやその考え
方をくつがえさせざるを得ない。すなわち，消費者物
価の上昇率においてわが国は欧米諸国をはるかしのい
でおり，他方卸売物価のそれではもっとも安定した経
済的基調を維持していたのである。このような経済の
動向を背景として，水産業も生産量の伸長や漁業所得
の向上にみられるように，それなりの発展を示したが
国民の食生活の高度化，多様化等の動向を背景とする
水産物需要の増大に生産がなお十分に対応していない
ことや，需細で生産性の低いいわゆる漁家経営が多数
存在していることもあって漁家経営の成長率が他の産
業と比較して低い。またさらに漁家の所得や生活水準
には，他産業，とくに大規模工業との間にはその格差
が歴然と存在していることの問題がある。すなわち，
生産過程のすぐれて零細であることと，他方の消費過
程の零細的需要という両面からの需給構造の本質的経
済的条件をふまえて考えなければ，この経済的特異性
を示すパターンは理解出来得ない。そして一般的に言
われている「細くて長い」その流通構造が必然的に大
きな影響を両局面に与えてくることをも考慮せざるを
得ない。すなわち水産物がもつ，そのままめ原形が要
求され，その鮮度がその商品価値そのものであるとい
う，いわゆる商品的特性そのもののもつ本質が生産過
程を大ぎく規制している。このことが流通機構そのも
のをまたそのままに規制しており，消費過程にまで波
及しているのである。したがって需給構造そのものの
零細的特質の必然性をもたざるを得ない。このことは
需給のバランスが少しでもくずれれば，その価格の変
動が大きくならざるを得ない。つまり生鮮食品の需要
の弾力性が極めて小さいことによるものである。
　そして，資本主義の膨張過程では，かならずその内
部において産業間の分解が大規模に進行する時代であ
る。こうした産業構造の再編成期にあたって，漁業ま
たは水産業では中小資本上層のみがようやく資本主義
的な再生産条件を満たし得るようになる。もちろん生
鮮食品の需給構造の改善，または近代といわれるもの
は，流通面だけを取りただして扱うことは不可能であ
る。しかし，小生産的な投資のいっそうの分散化が促
進され何らかの近代化の方向が導かれるようにはなっ
て来ていることは認識される。このことは昭和38年以
来，農林省，経済企画庁等を中心に国民経済的視野か
ら検討され，その近代化政策の中に大きく組込れて来
ている。
　また，物的流通費が重要な意味を持って来ているこ
とも特に考慮せねばならない。たとえば，これが各工
業部門に占める割合を，アメリカ合衆国（1960～1962
年の平均）でとらえてみると，食品工業（29．・6％）機
械工業（9．8％）化学石油ゴム（23．1％）紙および紙
製品（16．7％）特種金属工業（26．5％）木材工業（16．1
％）である。
　さらに見方を変えて，たとえぽ，小売価格の内訳を
生産費と流通費（商的流通費＋物的流通費）とに分別
してみた場合，その構成は各商品によってかなりの差
は生ずるけれども，大体においてアメリカ合衆国で
は，4対6と流通費が生産費を上回っていると言われ
ている。わが国ではその実態はなお明確ではないが，
ほぼ5対5ぐらいと考えられている。ここに生産面で
の合理化ないし近代化はかなり高度に進展しているが
流通部門においてはそれらは比較して見た場合漸くに
してという段階ではなかろうか。生鮮食品の流通にお
ける特質が生産単位の需細性，その腐敗性（生鮮度），
中間段階の細く長い複燥性，前近代的商慣習等という
特殊性を含めて，このように，第三のコストと言える
重要な流通機構の合理化ないし近代化が生産機構のそ
れぞれの問題と併合して，また少量流通から大量流通
への過度的段階として，いわゆる「ひずみ」をただし
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て産業構造全体のありようとしての近代化が望まれね
ぽならない。
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